
塔世橋南郊線道路改良(舗装)工事(その1)　【工事成績重視型】

評価基準 配点 備考

８３点以上 4

７３点超８３点未満 (4/10)a-29.2

７３点以下
（実績なしを含む）

0

１０件以上 2

１件以上１０件未満 (1/5)b

実績なし 0

４５点 1

３０点以上４５点未満 0.5

３０点未満 0

有 0.5

無 0

有 0.5

無 0

市内本店業者施工率
８０％以上

2

市内本店業者施工率
８０％未満

0

0 2

０＜Ｊ≦０．５ 1

０．５＜Ｊ 0

８３点以上 4

７３点超８３点未満 (4/10)c-29.2

７３点以下
（実績なしを含む）

0

３件以上 2

１～２件 1

実績なし 0

単年度の推奨単位以上 1

単年度の推奨単位の
1/2以上

0.5

上記以外 0

有 0.5

無 0

有 0.5

無 0

社会貢献
（２点満点）

経営事項審査
「その他の審査
項目」

労働福祉の状況

「４５点」「３０点以上４５点未満」「３０点未満」とは、審査基準日が令和元年１０月１日から令和２年９月３０日までの経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書における「その他の
審査項目」のうち「労働福祉の状況」欄に記載された点数のことをいう。ただし、当該審査基準日以降に、新たに退職一時金制度の導入、建設業退職金共済制度に加入した場合等で、
点数が増加する場合は、確認できる資料を提出することにより増点を認めるものとする。
＊評価項目算定資料届出書（第１号様式）に、審査基準日が令和元年１０月１日から令和２年９月３０日までの経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書の写しを添付すること。

防災協定締結の有
無

防災協定締結の締結の有無とは、審査基準日が令和元年１０月１日から令和２年９月３０日までの経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書における「その他の審査項目」のうち
「防災協定の有無」欄に記載されていることをいう。ただし、当該審査基準日以降に、新たに特殊法人等又は地方公共団体との間において防災活動に関する協定を締結した場合は、確
認できる資料を提出することにより防災協定「有」と認めるものとする。
＊評価項目算定資料届出書（第１号様式）に、審査基準日が令和元年１０月１日から令和２年９月３０日までの経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書の写しを添付すること。

ＩＳＯ又はＭ－ＥＭＳの認証取得の有無
ＩＳＯ（ＩＳＯ9000s又はＩＳＯ14001）又はＭ－ＥＭＳ（ステップ１又はステップ２）の認証取得の有無により評価する。
＊評価項目算定資料届出書（第１号様式）に、評価機関による登録証等の写しを添付すること（いずれか一つで可）。

評価項目 評価の内容

工事成績
（４点満点）

過去５年間において津市から受注した、
当該業種の工事成績平均点：ａ

当該業種とは舗装工事をいい、工事成績平均点とは、津市調達契約課又は上下水道管理課発注工事（各工事担当課発注工事を除く）において、過去５年間（平成２８年４月１日から評
価項目算定資料の提出期限まで）に施工が完了し、工事成績評定結果通知書が発送されている当初設計金額１５００万円以上の舗装工事全てに係る工事成績評定点の平均点（小数
点以下第２位四捨五入１位以上）をいう。ただし、過去５年間において格付け区分がＡ以外であった期間がある業者については、当該期間において当該格付区分で発注された工事の成
績点も対象とする。
【例】過去５年間において格付区分がＢであった期間がある業者については、その期間に格付区分Ｂとして発注された工事（当初設計金額５００万円以上１５００万円未満）の成績点も対
象とする。
＊配点についても小数点以下第２位四捨五入１位以上とする。
＊出資比率２０％以上のＪＶ構成員としての成績も含めるものとする。
（※平均点の算出は津市において行うものとするが、価格以外の評価点の審査結果について異議がある場合は、全ての工事成績評定結果通知書を調達契約課に持参し、確認を行う
ことができるものとする。）

評
価
項
目

（
２
０
点
満
点

）

地域貢献
（２点満点）

市内本店業者施工率

市内本店業者施工率とは、自社及び一次下請業者における市内本店業者施工率をいう。
＊市内本店業者とは、本店の所在地が津市内にある業者のことをいう。
＊市内本店業者施工率評価資料（別紙様式）を提出すること。
＊契約後に工事一部下請届け及び下請負契約書の写しを提出すること。
＊契約完了時に履行確認を行い、施工率８０％以上で申告したが施工において最終的に８０％未満となった場合は、指名停止の対象とする。

過去５年間において津市から受注した、
配置予定主任（監理）技術者における
当該業種の工事成績平均点：c

過去１０年間において官公庁等から受
注した、配置予定主任（監理）技術者の
同種・同規模工事の施工実績件数

配置予定技術者工事実績とは、過去１０年間（平成２３年４月１日から評価項目算定資料の提出期限まで）に施工が完了した、同種・同規模工事に係る主任技術者又は監理技術者とし
ての工事施工実績のことをいい、ＪＶ構成員としての実績も含めるものとする。ただし、現在の所属企業における実績に限る。
同種・同規模工事とは契約金額１５００万円以上の舗装工事で、コリンズに次のとおり登録されているものをいう。
工事の分野が道路、工事の業種が舗装工事、工事の区分がアスファルト舗装工事として登録されているもの。
＊ＪＶについては出資比率２０％以上のものに限る（協定書の写し等を提出すること）。
＊配置予定技術者評価資料（第６号様式）に、コリンズ登録の写し等を添付すること。

配置予定技術者が建設系ＣＰＤ協議会加盟団体（建築関係業種については建築ＣＰＤ運営会議の加盟団体を含む）で証明、認定されたＣＰＤ単位の取得状況により評価する。
＊加盟団体が発行した、学習履歴証明書等の写しを提出すること。
＊取得単位の評価は加盟団体のうちいずれか１団体の証明書等に限る。
＊証明発行団体以外の取得単位は、ＣＰＤ単位の相互認証を受け、証明書発行団体の証明に含めることも可能とする。
＊過去１年間とは、令和２年４月１日から令和３年３月３１日の１年間を指す。ただし、新型コロナウイルスによる影響を鑑み、令和３年度発注分に限り、ＣＰＤ取得対象期間を平成３１年
４月１日から令和３年３月３１日の２年間とする。

過去１０年間において官公庁等から受
注した、当該工事と同種・同規模工事
の元請実績件数：b

同種・同規模工事とは、元請又はＪＶ構成員として官公庁等から受注し、過去１０年間（平成２３年４月１日から評価項目算定資料の提出期限まで）に施工が完了した、契約金額１５００
万円以上の舗装工事で、コリンズに次のとおり登録されているものをいう。
工事の分野が道路、工事の業種が舗装工事、工事の区分がアスファルト舗装工事として登録されているもの。
＊配点については小数点以下第２位四捨五入１位以上とする。
＊ＪＶについては出資比率２０％以上のものに限る（協定書の写し等を提出すること）。
＊施工実績評価資料（第５号様式）に、コリンズ登録の写し等を添付すること。

工事実績
（２点満点）

手持ち工事量
（２点満点）

契約中の公共工事件数と技術者数（１
級＋２級）との比率

Ｊ：評価資料提出期限日時点において契約中であり、コリンズ登録されている契約金額２５００万円以上の当該業種（舗装）の公共工事件数と、当該業種（舗装）に係る技術者数（１級＋
２級）との比率
Ｊ＝（当該業種の契約金額２５００万円以上の工事件数）/（当該業種の１級技術者数＋２級技術者数）
＊小数点以下第２位四捨五入１位以上
＊当該業種（舗装）に係る技術者数（１級＋２級）とは、審査基準日が令和元年１０月１日から令和２年９月３０日までの経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書における登録人
数をいう。該当する経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書を提出すること。
＊出資比率２０％以上のＪＶ構成員としての工事も含めるものとする。
＊手持ち工事量評価資料（別紙様式）を提出すること。
＊工事件数については、コリンズ登録の写しを提出すること。

その他
（１点満点）

当該業種とは舗装工事をいい、工事成績平均点とは、津市調達契約課又は上下水道管理課発注工事（各工事担当課発注工事を除く）において、過去５年間（平成２８年４月１日から評
価項目算定資料の提出期限まで）に施工が完了し、工事成績評定結果通知書が発送されている当初設計金額１５００万円以上の舗装工事全てに係る工事成績評定点の平均点（小数
点以下第２位四捨五入１位以上）をいう。ただし、現在の所属企業における実績に限る。また、監理技術者が配置された工事にあっては監理技術者としての実績に限る。さらに、過去５
年間において所属企業の格付け区分がＡ以外であった期間がある場合には、当該期間において当該格付区分で発注された工事の成績点も対象とする。
【例】過去５年間において所属企業の格付区分がＢであった期間がある場合には、その期間に格付区分Ｂとして発注された工事（当初設計金額５００万円以上１５００万円未満）の成績
点も対象とする。
＊配点についても小数点以下第２位四捨五入１位以上とする。
＊出資比率２０％以上のＪＶ構成員としての成績も含めるものとする。
（※平均点の算出は津市において行うものとするが、価格以外の評価点の審査結果について異議がある場合は、全ての工事成績評定結果通知書を調達契約課に持参し、確認を行う
ことができるものとする。）

配置予定技術者
（７点満点）

過去１年間のＣＰＤの取得単位数
（新型コロナウイルスによる特例あり。

備考欄参照）

障がい者雇用実績の有無
障がい者の雇用の促進等に関する法律に基づく障がい者雇用の有無により評価する。法律により雇用が義務付けられている企業は法定雇用が達成されていること。
＊法律により雇用が義務付けられている企業である場合は、職業安定所に提出する障がい者雇用状況報告書等の写しを提出すること。
＊法律により雇用が義務付けられている企業でない場合は、障がい者手帳の写しや手帳番号及び健康保険証の写し等の雇用が確認できる書類を提出すること。

労働安全衛生マネジメント認証の
有無

労働安全衛生マネジメントシステムガイドライン（建設業労働安全衛生マネジメントシステムガイドラインを含む。）に沿った取り組みの認証の有無により評価する。
＊評価機関による評価証、適合証明書等の写しを提出すること。


